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○浜松市区における総合行政の推進に関する規則

平成19年3月30日

浜松市規則第33号

(目的)

第1条 この規則は、区の区域内において市が行う事務事業(以下「区における事務事業」という。)に

関し、区役所と部等及び事業所等との連絡調整並びに区役所相互間の連絡調整を円滑にするととも

に、区政の運営に当たって区長が総合調整機能を発揮することにより、区における総合行政を積極的

に推進し、もって市民福祉の増進に資することを目的とする。

(基本原則)

第2条 区における総合行政の推進は、区役所が、次に掲げる役割を担うことを基本原則として行うも

のとする。

(1) 住民自治の拠点であること。

(2) 地域のまちづくりの拠点であること。

(3) 総合的市民サービス提供の拠点であること。

(4) 市政に関する情報の発信及び受信の拠点であること。

(定義)

第3条 この規則において「部等」とは、浜松市事務分掌条例(昭和46年浜松市条例第39号)に規定する

部及び危機管理課、消防局、上下水道部、教育委員会の事務局の部、選挙管理委員会の事務局並びに

農業委員会の事務局をいう。

2 この規則において「部長等」とは、部等の長(危機管理課にあっては危機管理監、上下水道部にあっ

ては水道事業及び下水道事業管理者)をいう。

3 この規則において「事業所等」とは、浜松市事務分掌規則(平成19年浜松市規則第3号)に規定する第

1種事業所及び第2種事業所、消防署、消防航空隊、北部上下水道課、天竜上下水道課並びに浜松市教

育センター等業務規則(平成19年浜松市教育委員会規則第3号)に規定する教育センター等をいう。

(平21規則9・平22規則5・平23規則10・平23規則37・平24規則30・平26規則13・平27規則26・

平27規則84・一部改正)

(区政運営方針の公表)

第4条 区長は、区政運営に当たっての基本的な方針、区の取組課題等を区政運営方針として毎年度区

民に公表しなければならない。

(区長の総合調整等)

第5条 区長は、当該区における市政の代表者として、区における事務事業について必要な総合調整を

行わなければならない。

2 区長は、部等が分掌する区における事務事業について、当該部長等に対し、必要な措置の要請その

他の調整を行うことができる。

3 区長は、事業所等が分掌する区における事務事業について、当該事業所等の長に対し、助言、必要

な措置の要請その他の調整を行うことができる。

4 区長は、区の区域内にある公の施設、学校その他の区民の利用に供する市の施設(区役所が分掌する

ものを除く。第7条第2項第3号において「区内公共施設」という。)の管理運営について、区民の利便

を十分に図る措置をとるように、当該施設の管理者に対し、助言、必要な措置の要請その他の調整を

行うことができる。

5 部長等、事業所等の長及び前項に規定する管理者は、区における総合行政の推進を図るため区長に

協力しなければならない。

(平24規則11・一部改正)

(地域情報の収集及び提供)

第6条 区長は、区民の要望その他の地域に関する情報を積極的に収集するよう努めなければならな

い。

2 区長は、前項の規定により収集した地域に関する情報のうち部等が分掌する区における事務事業に

関するものを、関係する部長等に対し提供するよう努めなければならない。

(部等の情報提供及び協議)

第7条 部長等は、その分掌する区における事務事業に係る計画、実施等に関する情報を、関係する区

長に対し提供するよう努めなければならない。

2 部長等は、次に掲げる場合においては、関係する区長と協議しなければならない。

(1) 区役所が分掌する事務事業と密接な関係がある重要な計画を策定し、変更し、又は廃止する場
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合

(2) 区役所が分掌する事務事業と密接な関係がある事務事業(重要なものに限る。)を実施する場合

(3) 区内公共施設を設置し、又は廃止する場合

3 前項の場合においては、部長等は、区長に対し、必要な資料その他の情報を提供するとともに、区

長の意見を十分反映するよう努めなければならない。

(区長会議等の設置)

第8条 第1条の目的を達成するため、市に区長会議を、各区に区行政推進会議及び区行政連絡会を置

く。

(区長会議)

第9条 区長会議は、区役所と部等及び区役所相互間の情報交換及び連絡調整を行うとともに、区政の

運営に関する総合調整を行う。

2 区長会議は、区政を担当する副市長(以下「担当副市長」という。)、区長、政策補佐官、企画調整

部長、総務部長、財務部長及び市民部長をもって組織する。

3 担当副市長は、区長会議を主宰し、会務を総理する。

4 担当副市長は、必要があると認めるときは、第2項に掲げる者以外の者であっても区長会議に出席さ

せることができる。

5 前各項に定めるもののほか、区長会議の組織及び運営に関し必要な事項は、担当副市長が定める。

(平20規則11・平21規則9・平23規則37・平28規則15・一部改正)

(区行政推進会議)

第10条 区行政推進会議は、区役所内及び区役所と事業所等の間の協議及び連絡調整を行う。

2 区行政推進会議は、区長及び副区長並びに区役所の課長、事業所等の長その他の区長が必要がある

と認める者をもって組織する。この場合において、区長は、事業所等の長その他当該区の職員以外の

市の職員を加えようとするときは、主管の部長等と協議しなければならない。

3 区長は、区行政推進会議を主宰し、会務を総理する。

4 前3項に定めるもののほか、区行政推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、区長が定める。

(平20規則11・平24規則11・一部改正)

(区行政連絡会)

第11条 区行政連絡会は、区の区域内における区役所と関係行政機関等の間の情報交換、連絡調整等を

行う。

2 区行政連絡会は、区長及び副区長並びに事業所等の長、関係行政機関等の職員その他の区長が必要

があると認める者をもって組織する。この場合において、区長は、事業所等の長その他当該区の職員

以外の市の職員を加えようとするときは、主管の部長等と協議しなければならない。

3 区長は、区行政連絡会を主宰し、会務を総理する。

4 前3項に定めるもののほか、区行政連絡会の組織及び運営に関し必要な事項は、区長が定める。

(平24規則11・一部改正)

(細目)

第12条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。

附 則

この規則は、平成19年4月1日から施行する。

附 則(平成20年3月21日浜松市規則第11号)

この規則は、平成20年4月1日から施行する。

附 則(平成21年3月24日浜松市規則第9号)

この規則は、平成21年4月1日から施行する。

附 則(平成22年3月24日浜松市規則第5号抄)

1 この規則は、平成22年4月1日から施行する。

附 則(平成23年3月15日浜松市規則第10号)

この規則は、平成23年4月1日から施行する。

附 則(平成23年6月24日浜松市規則第37号抄)

(施行期日)

1 この規則は、平成23年7月1日から施行する。

附 則(平成24年3月23日浜松市規則第11号抄)

1 この規則は、平成24年4月1日から施行する。

附 則(平成24年3月23日浜松市規則第30号抄)
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